石井聡『もう一つの経済システム : 東ドイツ計画経済下の企業と労働者』をめぐって by 加藤 浩平
社会主義経済体制の崩壊，とりわけ，旧東ドイツ（以
下 DDR）の経済体制の崩壊の原因は，その生産性の
低さにあり，西ドイツとの生産力競争に敗れたことが
「ベルリンの壁」崩壊の直接の引き金となったことは
誰も否定できない。生産性の低さは取りも直さず，社
会主義計画経済の非効率な生産のメカニズムのためで
あったということも周知のことである。さらに，多く
の人には，社会主義国家の下では人々の「自由」が奪
われ，相互に監視しあう抑圧された日常生活が常態化
していたという先入観もあるだろう。こうした一般論
に思考が支配されると，「社会主義のように失敗に終
わったものを，いまさら検討しても仕方がない」とい
うことになるし，長くはないがしかし短くもない４０年
にわたって DDRという国家がなにゆえ存続しえたか
ということの説明がつかなくなるだろう。社会主義に
対するこうした評価に対して，それでは実際，生産が
実行され，労働者が働き，日常生活を営んでいた社会
主義経済体制の末端ではどういう問題が生起し，労働
生産性が停滞したのか，また，なぜそれが４０年にわた
って存続したのか，という問題の解明に取り組んだの
が石井聡氏の本書である。
本書での検討は，ほぼ，１９４５年から１９５５年までに時
期を限定し，対象として造船業が取上げられる。その
理由は，著者によれば，この１０年間が，DDR計画経
済体制の導入，定着の時期であること，また，１９５０年
代前半期は，他の時期に比べ，特に高い経済成長を遂
げた時期であるからだという。造船業が検討対象とさ
れたことは，この産業が，賠償産業として戦後になっ
て，ほぼ新規に DDRに導入されたことを考慮すれば，
評者には少々奇異の感があるが，造船業は，原材料生
産部門（金属，鉱山，エネルギー，化学など）と並ん
でこの時期に重要視された基幹産業であること，また，
この産業では新技術への円滑な転換が比較的容易であ
ったにもかかわらず技術面で問題を抱えていたことか
ら，計画経済の問題性を検出する恰好の素材であると
著者は考えたようである。
まず，本書の目次を示しておこう。
序章 （研究の意義，視点・課題，先行研究への
批判，本書あらすじ，資料など）
第一章 出発点の経済状況―対外関係，工業生産
および労働力についてのマクロ的分析
第二章 労働生産性向上政策とその労使関係的限
界―１９５３年６月１７日労働者蜂起をめぐっ
て
第三章 造船業における生産能力の増大と労働生
産性の低迷
第四章 造船業の企業現場における設備能力の不
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十分な利用
第五章 造船業の企業現場における労働者陶冶お
よび管理の限界
第六章 造船業における計画作成と達成度評価の
現実
第七章 造船業の国際競争力
第八章 労働者の人間関係世界―作業班の経済
的・社会的意義
終章 （計画経済システムの崩壊要因・存続要因
のまとめ）
補論 企業における秘密警察（シュタージ）―そ
のほんとうの影響力
本書のオリジナリティーは，造船業での労働生産性
の伸び悩みの様相を，統一後入手可能となった文書館
資料などを駆使して詳細に実証した第三章から第七章
にある。それを前段とすれば，後段は，分量としては
一章に過ぎないとはいえ，労働者の自立的な活動を検
討した第八章になるであろう。前段を「社会主義」崩
壊の分析とすれば，後段は，「社会主義」存続の分析
となっている。
以下，本書の内容を紹介してみよう。
一 前段に入る前に，計画経済導入に先立つ前提条
件が統一後の新データを用いて確認されている（第一
章）。DDR戦後経済の出発点の困難として，一般に指
摘されるのは，旧ドイツ帝国内におけるこの地域の「不
均等構造」の問題（褐炭を除く原料・素材を他地域に
決定的に依存する経済構造のあり方）であり，さらに
戦争被害（戦災，及び戦後のソ連による設備解体，賠
償）の問題である。最近の研究では，これらが DDR
経済にとりそれほど大きな負担にはならなかったこと，
戦後の経済復興のスタートは西ドイツよりむしろ好条
件であったことが通説となっているように評者には思
えるが１），著者もこうした見方に立っているといえる
だろう。第二章では，国営企業での労働生産性向上政
策（ノルマの引き上げ）が説明され，その失敗が「６
月１７日蜂起」（１９５３年）を引き起こすに至った経緯が
述べられる。この蜂起は，ソ連が賠償政策を停止せざ
るを得なくなるほどの重大な出来事であったが，この
事件の分析自体は本書の課題ではない。DDR政府は，
能率給，出来高給を導入し，模範労働者運動を展開し，
法的強制力をもった（ソ連型の）企業団体協約を導入
した。しかし，これらは真に労働者の合意を得て導入
されたわけではなく，主に労働者への一定の物質的権
利の供与により，ともかくも導入されたに過ぎないと
いう。労働者蜂起は，物質的権利が取り去られた場合
の，その矛盾の表面化に他ならないというわけである。
著者は，ここに生産性向上政策の重大な限界を見てい
る。
二 第三章から第七章を通じ，造船業の発展と成長
要因，それと同時にここで労働生産性が低迷するに至
ったメカニズムが検討される。ここは本書の白眉をな
す部分となっている。
以下，少し詳しく本書の叙述を再現してみる。
（１）戦後のスタート時点において，DDR地域には，
高い生産能力をもった造船業はなかった。旧ドイツ帝
国は英国に次ぐ造船大国であり，技術的にも世界の先
端を行っていたが，その中心はなんといっても西のド
イツであった。戦前，東のドイツには，中規模クラス
のネプトゥーン造船所（ロストック）以外には，めぼ
しい造船所はなく，旧帝国全体に占めるこの地域の造
船シェアは３％に過ぎなかった。しかも，東の造船所
は，重要原材料（圧延鋼など）の供給を西のドイツに
全面的に依存していた。ただ，技術面では，既に，溶
接・ブロック建造法という高度の技術を導入（ネプト
ゥーン，ドレスデン造船所）していたことが注目され
る。
１９４５年５月，ソ連軍はロストックに入港すると，直
ちに造船所の占拠，「解体・撤去」（デモンタージュ）
による賠償徴収を開始する。その後ソ連軍は，SMAD
命令１７３号（１９４５年１２月）により，賠償の方法をデモ
ンタージュではなく，現行生産からの製品納入に転換
する。DDR国内での造船能力を賠償用生産に利用す
る方針に切り替えたのである。実はこのことが戦後
DDRの造船業発展の端緒となった。国内生産より賠
償生産が優先されたため，ソ連の影響力の下，資材・
エネルギー・労働力が造船業に優先的に供給された。
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メクレンブルク地域に４造船所が新設，増設され，こ
こに重点的な投資が行われていく。こうして DDRで
は，内陸の造船所からバルト海沿岸に生産の中心が移
動し，メクレンブルクの全８造船所で DDR全体生産
の９割を占めるに至った。賠償生産とともに，自国用
の漁船・商船の建造，冷戦後の軍備拡張など需要の高
まりも造船業の追い風となった。
技術レベルはどうであったか。この点で著者は DDR
造船業に好意的な評価を下している。中央へ専門家を
集中することにより研究開発の成果が上がった。「ユ
ニバーサル・プレス」の技術は日本にも影響を与えた
ほどであったという。設計も「かなりの水準」に達し
ていた。鋲接から溶接への転換があり，自動ガス切断
などが主要技術になっていた。独自のサブマージアー
ク溶接，炭素溶接が導入された。従来のブロックごと
の船体組み立て法を脱し，流れ作業のブロック建造法
が確立されていた。著者は DDR船舶が西側にさして
劣らない性能をもっていたと評価している。とはいえ，
ソ連，コメコン諸国からレディメイド船への大量需要
があったことが，生産継続の重要な条件であったこと
も指摘されている。賠償停止後も最大の市場はソ連
（８０％）であり，賠償が貿易にすり替わっただけのこ
とであった。
労働力の調達でも有利な面があった。戦争直後，造
船業で利用可能な労働者層は僅かしかいなかったが，
旧ドイツ領からの避難，追放民が流入したメクレンブ
ルク地域では急激な人口増加が生じた（戦前比１５０％
増）。こうした移民（その８割は職業訓練済み）がま
ず重要な労働力の供給源になった。その中には，シュ
テティーン，ダンツィヒなど伝統的造船都市の専門労
働者もいた。メクレンブルク地域内の他産業熟練層が
新興産業の造船業に転進する場合もあった。かくて，
１９５５年までにメクレンブルクでの造船業従事者は急増
加する。しかし，その後労働力の中核を占めたのは，
女性，年少者，農業労働者などの未熟練層であり，専
門労働者不足が一貫して存在したことが指摘されてい
る。
しかし，造船業に重点的投資がなされても，それが
生産能力の拡張につながらなかったことが指摘される。
関連産業である設備建築用の資材や部品供給が造船能
力に見合って拡充されなかったからである。造船では
生産の４割を部品供給産業が占めるというが，相互の
工程間でバランスのとれた投資がなされなかったとい
う。さらに船体建造と艤装との工程間で作業能力と速
度に差があり，機械化設備と手作業設備が混在したこ
とから，作業がしばしば中断されたという。
（２）第１次五ヵ年計画期（１９５１～５５年）において，
生産計画は，上級管理レベルでの計画作成，指示，伝
達，現場での検討，現場からの上級レベルへの提案，
再調整などの反復により最終的に確定されるが，ここ
に以下のような問題が顕在化した。
 生産計画が造船所の現状を反映しない，また，頻
繁な計画の変更のため現場が困惑する。
 原材料や部品の配分が遅れる。配分計画には煩雑
な手続きが必要となること，部品供給企業との契
約が困難であることが理由である。また，計画さ
れた配分量・配分品が必ずしも実際の生産に適合
しなかったり，製品の質が劣悪であることも多か
った。
 長期的な研究開発の計画・実行は，需要の変化や
技術改善に対応しきれない。設計は，この部署で
の恒常的な過剰雇用のため，非効率であった。ま
た，中央設計局と各造船所設計部の間での作業の
境界が明瞭でないため，作業が重複した。設計図
が現場の必要とする時期までに完成しなかったり，
設計図の改訂が頻繁に必要になったりした。
 新生産技術が導入されても，それが使用できない
状況があった。溶接，鋼材切断では，技術のレベ
ルは高くても，材料の質が悪かった。ブロック建
造法，流れ作業方式では，部品納入の遅れや，質
の悪さ，電力供給の不安定などから，流れ作業が
たびたび中断し，労働者の手待ち時間が増えた。
著者はこうした問題が計画経済システムに固有の問
題であることを強調する。生産計画について，中央当
局は現場の完全な情報を把握，処理する能力を欠いて
いるため，厳密な計画作成は不可能だという。また，
原材料，部品については，数百万におよぶ需給関係を
厳密に計画することはそもそも不可能に近く，配分さ
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れるべき財の型，サイズ，品質の細かい規定は行えな
かった。また「財の売り手市場」のため，原材料，部
品の供給側はその質に配慮する必要性が低かった。ま
た，企業努力では解消できない問題が多々あり，企業
は何らかの不都合が生じても，責任を回避することが
できたという。
（３）労働者への教育，指揮命令，管理はどうであ
ったか。
DDRの職業訓練制度は一般に，１９４８年以後整備が
進み，ドイツの伝統的性格（実地と理論の二重教育）
と「社会主義」的性格（中央による方針決定，イデオ
ロギー的教育の実施）を併せ持つものであったという。
一定の成果があったとはいえ，資材・工具・機械が不
足したり，需要のない職種が教育されることがあった
ようだ。教育の質は低く，１９５０年代の造船業では，専
門労働者の養成は期待はずれであった。造船所従業員
の雇用は全体として増加していたが，入職者も離職者
も多かった。流出が多かったのは，劣悪な住宅事情，
企業内諸施設の不備，企業間の賃金格差などのためで
あった。特に専門労働者に流出の誘引が働くことが指
摘され，専門労働者不足との関連が示唆される。他方，
過剰雇用も指摘される。「ソフトな予算制約」の下，
常に労働力を余分に貯えておく傾向（コルナイの「不
足の経済」）があったためである。
造船所の管理組織は，指導部をトップに末端の労働
者にいたるまで指揮命令系統が整えられていたが，中
間管理（職員）レベルでは，関係部署がバラバラに配
置され，任務が不明確となって，作業が無責任になる
という欠陥を抱えていた。過剰な職員数も問題であっ
た。経営協議会が解体され，労働組合も党の下部組織
化されたため，生産の最小単位である作業班に労働者
の利益代表としての機能が期待された。作業班は，「６
月１７日蜂起」後，労働ノルマの決定について企業指導
部と非公式に交渉した。それは，生産の直接の管理者
としての職長の権限（ノルマ作成とその導入の指導）
を侵すことになり，指揮系統の機能が弱体化した。生
産計画は，生産の最下部組織である作業班まで伝達さ
れず，生産の最小単位としての作業班も十分機能しな
かった。
以上の欠陥により，現場労働の作業実態は非効率と
なった。一般作業員には生産の目標，期限が知らされ
ず，彼らには規律が欠如した。遅刻，無断退社，早退
が横行し，労働時間が過少となり，欠勤率も高かった。
他方，経営指導部は，生産性向上のための能率増進
策をとるが，その効果も限定的であった。
まず，賃金制度として，賃金等級分類と出来高賃金
という二重の能率刺激政策がとられた。賃金等級とし
て，８段階を適用したが，その分類は質に見合わず，
昇給の規定も有名無実であった。そのため，上位等級
の適用への偏りが生じた。出来高給の導入には，その
算出基準となる労働ノルマの整備が不可欠であった。
そしてノルマ設定のためには資材，部品の規格化，標
準化が前提となった。造船業の場合，船舶の新造より
修繕作業が多かったため，作業対象は変化せざるをえ
ず，原材料や部品の規格化，標準化がなされなかった。
規格化，標準化が不完全である以上，ノルマの設定の
恣意性，非科学性は免れなかった。ノルマが戦前の平
均能率に設定された場合，その水準は実際にはかなり
低くなり，労働者はさほど無理しなくてもそれを超過
達成でき，それなりの賃金収入を獲得できたようだ。
それに対し，平均能率と最高能率の中間にノルマを設
定する TAN（「技術的に基礎付けられた労働ノルマ」）
を導入すると，旧ノルマに比し実質上，賃金引下げに
なるので，労働者の反感を買い，造船業では実現しな
かったという。実際のノルマ設定水準はさほど高くな
かったため，ノルマ達成率は１３０％前後であった。つ
まり，ノルマが生産性向上の刺激となりえなかったと
指摘されている。
労働ノルマ，生産計画，資材の節約，製品の質の向
上などの達成度を個人，グループで競う「模範労働者
運動」（社会主義的競争）が賃金制度を補う形で，能
率増進策として取り入れられ，一定の成果を挙げたが，
それは一過的であり，過大評価できないと著者は見て
いる。
他方，管理の不貫徹は，作業をする側が勝手に作業
速度を決定できという意味で，「労働者の天国」的状
態を作り出した。この「自由」が，労働者にとって，
体制に対する肯定的な意識を生む要因となっていたと
136
著者は考えるのであり，後段の主張につながっていく。
（４）次に，ヴァルネミュンデ造船所の対ソ連賠償
生産における生産計画の作成と達成度の評価方法が検
討され，それがいかに杜撰なものであったかが示され
る。
生産開始前の時点では，生産コストを正確に算定す
ることはできず，「ごく粗い計算」にならざるをえな
い。上位の計画当局（国家計画委員会）は，それを基
礎データとしつつ，生産額を決定し，作業現場に指令
を下すのであるが，その生産額計画が実際の生産に適
合したかどうかは大いに疑問であると著者は指摘する。
計画達成度の計算にはさらに驚くべき方法がとられて
いた。賠償生産では，ソ連の監督局が，作業の達成度
を作業時間を基準に評価していたのであり，さらに，
DDR賠償局はこれをもとに月間達成額を計算してい
たというのだ。著者は達成度の評価額と実際の生産額
との間に大幅な乖離があったことを確認している。「社
会主義」企業である造船所は計画生産額の達成を唯一
の目標としていたのであり，それが未達成ならば，責
任を問われることになる。もし，賠償局の評価が誤っ
ていたとすれば，それは企業にとり重大な問題であっ
たはずである。
また，ソ連に納入される船舶には，生産コストを充
足しないような低価格が設定されていたというが，そ
れはソ連と DDRの力関係の問題であっただけでなく，
こうした杜撰な評価と関係していた。そもそも生産計
画の作成自体が，技術的にも，「情報の非対象性」の
点でも不可能であったことを著者は強調する。財の全
経済的な生産と配分の計画を，しかも効率的な形で作
成する作業は，コンピューターのあるなしに拘わらず，
実際に容易ではないし，企業経営者は少しでも低い生
産計画を受け取ったほうが有利であるため，情報を秘
匿するインセンティブをもつからである。
（５）DDR造船業の国際競争力はどの程度であった
のか。著者は，生産技術そのものは西側造船国に決し
て劣らなかったが，計画経済に固有の欠陥からそうし
た技術設備を十分使用できなかったと主張する。著者
の示すところでは，１９５０年代半ばにおいて，DDRの
生産性は，西ドイツ，スウェーデン，また新技術の導
入が遅れていたイギリスに比べても，その３分１から
１０分１のレベルであった。その結果，単位労働コスト
（賃金÷生産性）は，西ドイツの５．５倍であった。非生
産従業員の賃金コスト，原材料・部品価格，減価償却
費も高く，原材料・部品納入の遅れや，その質の悪さ
から追加コストが生じた。これらより，DDRの船舶
建造コストは，世界市場価格よりかなり高い水準にあ
ったとされる。さらに納期の面でも劣位にあったため，
DDR造船業はコメコン市場の需要がなければ存続は
不可能な状況であった。
三 では，以上の欠陥をもつ体制がなにゆえ４０年に
わたって存続しえたのか。ソ連やチェコスロヴァキア
など旧社会主義国に関し，生産の末端での，人々の自
立的活動が体制の安定に寄与したとする先行研究（塩
川伸明氏，斉藤哲氏，石川晃弘氏など）があり，現代
ドイツでも DDRの民衆の日常，労働者ミリューの研
究が活発化しており，特に作業班が注目される（J.
Roeslerなど）という。著者はこうした研究動向を受
け，生産の最小単位としての作業班における労働者の
「自由」，仲間との連帯意識，消費生活や余暇を支えた
人的ネットワークなどが体制安定の要因であったと主
張する。
作業班（ブリガーデ）は，ソ連の「突撃班」を模範
とし，作業の質の向上を目指す組織として，党中央
（SED）の意向で，「上から」導入された。作業班は，
労働者のイデオロギー教育の場でもあり，社会主義的
競争（ノルマ達成競争）の最小の単位であったが，そ
こへの一般労働者の加入率は驚くべき高さ（９割前
後！）であった。参加は自由意思であり，班長は班員
の選挙によって選ばれた以上，現場での労働者の自立
的活動であったということになる。作業班の組織が増
長したのは，それが労働組合に替わる労働者の利害代
表の機関となることを期待されたからであったという。
班長の権限は，労働ノルマの決定にまで及んだ。「融
通の利く」ノルマ，「柔軟な」ノルマが，作業班長と，
職長・企業指導部との非公式の交渉によって決定され
たのだ。作業班長が，班員の関心に従って，職長の暗
黙の了解のもとでノルマ達成率を記入することも一般
化したという。こうした労働者の「自主性」が，労働
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規律を弛緩させ，作業能率の向上を抑制したと指摘さ
れている。
SED政府指導部はこの事態を批判し，管理強化策
として新しい形態の作業班（コレクティーフ）を導入
する。新しい方策では，班員へ物質的優遇措置の供与
と引き換えに労働の能率向上が目指された。作業班に
入れば，企業の福利厚生施設の優先利用権や家族ぐる
みでの余暇活動の提供を受けたので，作業班が濃密な
人間関係の基盤となったという。この「いごこちの良
さ」が体制を安定化させる要因となったと指摘される。
DDRのこうした労働者コミュニティーの存在は，
過去のドイツにあった炭鉱夫組合やナチスの歓喜力行
団を髣髴とさせるものであり，戦後西ドイツでは，失
われたものであった。西ドイツでは，家庭生活が個別
化し，余暇が多様化したためである。ところで，東西
ドイツ統一後の東ドイツの人々の「オスタルギー」（昔
はよかった）の源には，作業班で経験した濃密な人間
関係・相互助け合いへの思い入れがあるのではないか
と著者は指摘する。本書末尾での著者のメッセージは，
効率性と労働の自立性，効率性と「人のつながり」の
間のバランスをどうとるか，その最適な解答は，DDR
計画経済下においても，統一後においても到達できて
いないのであり，将来の課題として残っていることを
指摘している。
以上に紹介したように，本書は，DDRの計画経済
体制の生産の末端の領域で，生産性が低迷した具体的
メカニズムを，統一後入手可能となった文書館資料を
駆使しつつ克明に実証した貴重な労作である。特にノ
ルマ設定と生産計画の達成度評価の方法への注目は重
要な論点を提示していると思われる。以下，評者によ
る若干の疑問点を提起しておきたい。
（１） 本書では生産性，特に労働生産性に焦点が当て
られる。ただし本書ではこの概念が能率，効率
と同義で使われており，マクロの経済成長論で
用いられる生産性概念と，本書でのこの概念は
異なることに注意する必要があろう。労働者一
人当たり，単位時間当たりでの生産物価値（労
働生産性）とは，一般にマクロレベルでの平均
概念である。労働生産性の伸びは労働が一定で
ある場合，基本的に投資の増大に左右される。
本書での「生産性」は，個別の企業レベル（ミ
クロ）での労働強化の意味で用いられている。
ところで，生産性の停滞の原因を特定すること
はきわめて難しいと思われる。現に，１９７０年代
以降の西側先進国の生産性停滞の原因について
は，現代経済学でも解明されてはいない。また，
統一後東部ドイツで，大規模の投資が行われた
にも拘らず，生産性での西部ドイツへの収斂が
実現されない事態は，「生産性パズル」の問題
としてしばしば取上げられる２）。本書では，シ
ステムに起因するさまざまな困難を生産性停滞
の原因として指摘しているが，その因果関係を
どう説明されるのだろうか。あれも考えられる，
これも考えられるという列挙に過ぎないのでは
ないだろうか。
（２） DDRの公式統計は「粉飾」の可能性があると
言われるが，そのようなことが可能であったの
だろうか。「企業現場の実態をかなり明らかに
しうる資料の公開が進んでいる」とされ，本書
でもアルヒーフ資料が使われ，貴重な情報提供
がなされている。ところで，新資料が出てくれ
ば評価が劇的に変わる可能性はあるのだろうか。
本書表２－２（８２）のような数字の大幅乖離を
目の当たりにすると，果たして科学的分析が可
能なのか，懐疑的になってしまう３）。いろいろ
な推計，統計を組み合わせるというが，ある推
計を「悲観的過ぎる」と見たり，逆に過大評価
と見なす場合，何を基準にしているのだろうか。
（３） ノルマの設定と出来高給の計算はどのように関
連していたのだろうか。ノルマ達成イコール基
本給であったのだろうか。もう少し緻密な分析
が必要であるように思われる。ノルマのもとに
なる平均業績や最高業績の確定も，生産条件や
労働者の習熟度や年齢などの違い，個人のノル
マかグループのノルマかなどを考慮せざるをえ
ず，非常に困難な作業であったと思われるが，
実際どのようになされたのだろうか。ノルマの
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設定は作業能率の増進のためばかりではなく，
企業単位での計画生産量とも関連があったので
はないだろうか。
（４） 分析時期を１９５０年代前半までに，分析対象を造
船業に限定した場合，その分析をもって４０年に
わたる DDRの計画経済システムを評価するこ
とは可能だろうか。１９６３年以降の「新経済シス
テム」の導入以後，さしたる変化は生じなかっ
たのだろうか。１９７０年代の DDRでの労働生産
性の伸びは１９５０年代より落ちるとしても，対西
側との比較では比較的良好であったはずだ。著
者は終章で，DDR崩壊の原因として西側との
国際競争力における劣位を指摘している（それ
自身まったく正しい）が，それは本書の分析か
ら導かれることだろうか。「ベルリンの壁」崩
壊の直接の原因は，１９８０年代以後の事情（生産
性の伸び鈍化）であり，８０年代末の国家破綻は
財政破綻と関係し，それは外貨（西側のハード
カレンシー）獲得のためダンピング価格での強
制輸出による負債の増大の結果であり，ここで
の分析との直接の関係があったとは思えないの
である。また，DDRにとっての対外貿易の重
要性は西ドイツと比べれば，さほど強調できな
いのではないだろうか。社会主義の輸入代替化
工業政策の結果，貿易依存度はそれほど高くな
かったはずであるからだ。
（５） 造船業での労働生産性の上昇度は全工業の平均
以下（本書，１４１）だという。元来，造船業
は工業立地としての DDR地域にとり，異質の
工業のはずである。戦前，この地域での造船業
のプレゼンスは極めて低い。造船業は戦後の典
型的な賠償工業である。従って，計画経済のシ
ステムうんぬんとは別に，初発から生産のモチ
ベーションが低かったという問題があるのでは
ないだろうか。
（６） 著者は，DDR経済の生産能力は増大し，技術
水準も低くなかったが，システムの問題から，
それを十分使いこなす機会を阻害されていたと
評価する。ところで，東西ドイツの統一後明ら
かになった DDRの工場設備の老朽具合からし
て，これは DDRの生産能力への過大評価では
ないだろうか。
（７） 著者は作業班の「自主性」，「自発性」を強調さ
れているが，参加率の高さはむしろ異常で不気
味な印象を拭えない。作業班が生産の最小単位
であるなら，好むと，好まざるにかかわらず参
加率は１００％になるだろうし，僅かでもここに
入らない労働者がいたとすれば，その意図はな
んであろうか。また，作業班がブリガーデから
コレクティーフに取って代られる背景が不分明
である。「上からの」管理強化策の具体化とい
うなら，「自由」の排除があったであろうし，
余暇の奨励等はどういう意図があったのか。福
利厚生の充実は「上からの」利益誘導の側面を
拭いきれないように思える。また，「人のつな
がり」は当局にとっては諸刃の刀であったと思
われるがどうであろうか。
以上，非礼を省みず，コメントをさせていただいた。
評者が著者の意図を誤解している部分も多々あると思
われる。豊富な内容が盛られた石井氏の労作に刺激さ
れての問題提起であるので，ご容赦願いたい。
（北海道大学出版会，２０１０年２月刊，ix＋２７６ページ，
５６００円）
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